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１． はじめに 

利用者均衡配分（UE）の利用が実務で本格化してき
た．しかし，UE は，実際の道路利用者が情報を完全に
把握しているとの強い仮定を持つ．一方，確率的利用者

均衡配分は，利用者が持っている不完全な情報による経

路選択行動のばらつきを考慮できる上に，経路交通量が

一意に求められるという特徴がある． 
また，実務では配分結果を得ると同時に道路関連プロ

ジェクトの投資効果を計測する要請が高く，我が国では，

効果計測の容易性から時間短縮効果，走行費用減少効果

といった直接便益を計測することが多い１）．中でも時間

短縮効果は総便益額に占める割合が高く重要な評価指標

となっている．確率的利用者均衡配分を用いた道路整備

効果の計測事例では、配分モデルとの整合性の面から期

待最小コスト２）による利用者便益の算定を実施している

ものが多くなっている．しかし，整備効果を期待最小コ

ストによって評価しようとした場合，予想されるような

整備効果が得られないといった便益計測上の問題が実務

で多く発生している． 
そこで，本研究では道路の整備効果のうち時間短縮便

益を取り上げ，確率的利用者均衡配分を用いた利用者便

益の算定における期待最小コストの挙動を実際のネット

ワークにより示し，便益計測上の問題点を明らかにした．

さらに，期待最小コストについて，不安定となる問題の

原因を演算アルゴリズム別に検討し，より安定した便益

計測を可能とする課題を提示した．なお、検討に用いた

確率的利用者均衡配分の解法は，実務で多く用いられて

いる確率配分にDial法２）を用いた部分線形化法３）（以後
「Dial法」と記す）と Simplicial Decompositon法（以後
「SD法」と記す）４）の2種類である． 

 
*キーワーズ：整備効果計測法，配分交通，経路選択 
**正員， 株式会社インテルテック研究所 

(〒169-0075 東京都新宿区高田馬場2-14-6 
TEL：03-3203-9241，FAX：03-3203-9246 
E-mail：yoshida@intel-tech.co.jp） 

***正員，工博 東京大学大学院新領域創成科学研究科 
環境学専攻 

２． 利用者便益 

（１） 消費者余剰と利用者便益 

整備効果として計測される便益は，道路の利用者が負

担する時間的，金銭的な全ての費用（一般化費用）が軽

減されることから生じるものと定義できる１）．そのため，

便益は道路利用者が整備前に負担している一般化費用か

ら整備後に負担する額の差分の総和（消費者余剰）とし

て推計される（図-1の Pwithout－Pwith－A－Bの面積）．な
お，一般的には OD ペアー毎に一般化費用を算定する必
要がある． 
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図-1 消費者余剰の概念図 

（２） 一般化費用 
ロジット型の確率的利用者均衡配分で算定できる OD
ペアー毎の一般化費用の指標は，最小コスト，期待最小

コスト及び平均コストの3種類が考えられる． 
(a) 最小コスト 

最小コストは，配分終了時における OD ペアー間の最
短経路上のコストとして求められるものである．利用者

均衡配分（UE）の場合，「利用される経路の一般化費
用は全て等しく，利用されない経路の所要時間よりも短

い」ため最小コストを用いることで配分モデルと整合の

取れた評価指標として利用者便益の算定が利用可能であ

る．しかし，確率的利用者均衡配分（SUE）の場合では
最小コストは単に選択された経路の中で一般化費用が最

小であるというだけであり，様々な経路を選択する利用

者を統一的に示す指標とは成り得ない． 
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(b) 平均コスト 

平均コストは，利用された経路に沿った一般化費用を

経路交通量で加重平均したものとして次式で定義する． 
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この平均コストは，経路を明示的に扱う SD 法におい
ては選択された全経路について式(1)をそのまま適用する
ことで簡単に求められる． 

経路が明示されていないロジット型確率配分のDial法
では部分線形化法で用いる発ノード別交通量を用いて算

定する必要がある．すなわち，線形近似に際し，目的関

数の経路交通量で表現されたエントロピー項は発ノード

別リンク交通量で表現でき，発ノード別・着ノード別リ

ンク交通量 を算定しておけば，次式で平均コストを

算定できる． 
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また，需要固定型の配分モデルの場合，経路交通量と

リンク交通量の関係から、平均コストを用いた総走行台

時の値は，リンク毎に旅行時間を求めこれにリンク交通

量を乗じて全リンクの総和を求めた場合と同一となる． 
平均コストは，確率的利用者均衡配分（SUE）で得ら
れる OD ペアーの全ての経路について経路交通量で加重
平均したものであるため，最小コストを用いた場合より

も大きなコストとして算定される． 
(c) 期待最小コスト 

期待最小コストは，確率的配分モデルと整合の取れた

利用者便益の算定に用いることができる指標であり，ロ

グサム関数として知られる次式で求められる． 
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ここで，θ は分散パラメータ， はODペアー 間

の経路 経路上のリンクコストの和である． 
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SD 法による配分では，列生成フェイズにおいて経路
を明示的に追加することを繰り返して収束計算を実行し

ているため，得られた経路集合に含まれる全ての経路に

対し，経路コストが求められる．そのため，式(3)を用い
て直接的に期待最小コストを算定できる． 
一方，Dial 法による部分線形化法における期待最小コ
スト の算定は，収束計算が終了した時点で次式で求

められる． 
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ここで，θ は分散係数， は集中点sM sに流入するリ
ンクの始点集合， はゾーン 間の最小費用，rsc rs [ ]W
はDial法によるノードウェイトである．ただし，収束の
最終回で期待最小コストが求められるのは経路集合が収

束過程で変化しないとの仮定の上に成り立つものである

ことに注意する必要がある． 

３． 整備効果の算定事例 

実ネットワークを用いて行った整備効果の算定事例を

示す．検討対象ネットは，沖縄本島の幹線道路網で約

850 リンク，114 ゾーンのものである．また，道路整備
として幹線道路に延長 0.8km～10.3km の整備を行った 4
ケースを設定し，総走行台時の減少量を整備効果と考え

た．結果は，図-2～4に示すとおりである． 
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図-2 整備延長別整備効果（UE） 

UE の場合，集計誤差による相違はあるが，リンク別
の総和と最小コストを用いた場合とでは同じ値となって

いる． 
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図-3 整備延長別整備効果（Dial 法） 

Dial 法の場合，期待最小コストは他の指標に比べ大き
く異なる結果を示している．特に整備延長6kmのケース
を除き，全てマイナス値となっている．また他の指標で

は，整備延長 10km の場合に大きく異なっているが，整
備延長6km以下では概ね同じ整備効果が得られており，
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整備延長 10km の場合には期待最小コストに重要な問題
が含まれていると考えられる． 
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図-4 整備延長別整備効果（SD 法） 

SD 法ではリンク別の総和と平均コストがほぼ同じ値
であり，最小コストではこれより全体的に少ない効果を

示している．しかし，期待最小コストについては整備延

長 2.8km 以上では整備延長に関係なく小さな値となって
いるとともに，他の指標と大きな差が生じている． 
前節では，固定需要の場合には従来から行われている

リンク別の総和を求める方法が，UE の場合は OD ペア
ー別の最小コスト，SUE の場合は平均コストがそれぞれ
理論的に等しくなることを示した．リンク別の総和を用

いた場合，整備距離にほぼ比例した便益が得られており，

確率的利用者均衡配分（SUE）による便益の近似値とし
て用いることが可能と思われる．しかし，SUE を Dial
法で解く場合には，平均コストも期待最小コストと同様

に不安定となる問題がある． 
一方，期待最小コストを用いた便益計算では，Dial 法
も SD 法も安定した便益が得られていないという問題が
ある． 
なお，均衡配分におけるBraessのパラドクス６）７），あ
るいは羽藤・村上の示す整備容量によるパラドクス８）の

影響については検討していないが，配分アルゴリズムの

影響が大きいのではないかと思われる． 

４． 期待最小コストの再検討 

期待最小コストは理論的には利用者便益の評価に利用

できるが，評価結果があまりにも不安定である．そこで，

算定される期待最小コストの問題点を実証的に検討する． 

（１） Dial 法による検討 

整備効果の算定事例と同様の沖縄本島のネットワーク

を用いて事例示す．対象ネットワークにおいて，ゾーン

間距離が大中小のゾーンペアーＡ，Ｂ，Ｃについて収束

回毎の期待最小コストの変化を示したものが図-5 である．
この配分では，ＯＤ交通量は対称行列としたものを用い

ているため，理論的にはＯＤの方向に関わらず期待最小

コストは同じ値となるべきものである．実際，小規模な

ネットを用いた検討では、対称ネットの場合は上下方向

とも同じ期待最小コストが得られるが、非対称ネット、

あるいは一部に料金抵抗を課した場合などは上下方向で

異なる期待最小コストが得られる。また，期待最小コス

トの差は，分散係数が小さくなる（認知誤差が大きくな

る）に従って大きくなっている． 
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図-5 期待最小コストの変化（沖縄ネット） 

つづいて，全てのＯＤペアーについて，同一ＯＤペア

ー毎に方向別に算定された期待最小コストの差を求め，

これを上下方向の平均期待最小コストで除した誤差率を

求めると，図-6 に示すとおりとなる．これによると，距
離が 10 ｋｍ程度を中心に全距離帯にわたって誤差が発
生している．また，期待最小コストのみならず理論的に

対称であるべき最小コストにも方向による誤差が発生し

ている．最小コストに差がでるのは，確率配分による配

分交通量が方向によって異なるため上下方向のリンクコ

ストが異なることから最短経路が異なってくるためと考

えられる．さらに，距離帯が 10 ｋｍ程度で最も大きな
誤差率となっているのは，距離が短いＯＤペアーでは選

択できる経路が少なく，距離が長い時には選択された多

くの経路に比べ欠落する経路が相対的に少ないため，中

間的な距離帯で誤差が大きくなったものと考えられる． 
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図-6 距離帯別期待最小コスト及び最小コストの誤差 
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Dial 法を用いた確率的利用者均衡配分では，期待最小
コストがネットワーク及び OD 交通量のわずかな非対称
性により大きく変化することが分かった．この原因とし

て，Dial 法ではノード から に進むとき，起点からの
最短経路で考えて後戻りするようなリンク のリン

ク尤度は０となる．そのため，最短経路とならない経路

が無視される（経路として処理されない）という問題が

発生する．また， Dial 法による確率配分では，その収
束計算回毎に異なる経路集合が得られる可能性が非常に

高く，各回の経路集合の影響が最終回の交通パターンか

ら得られる期待最小コストに反映されていない． 

i j
ji →

なお，これらの問題に対処するため，Leurent９）は経
路集合を初期状態で作成し，以後この経路集合に配分す

るというDial法を改良した配分方法を提案している．こ
の方法を用いた場合，経路集合が初期値で決まっている

ため期待最小コストが計算過程で振動することは避けら

れるが，初期の準備作業で経路に加えられなかった「明

らかに経路となり得る」経路については，最後まで採用

されることはない．ただし，例えば往復で選択された経

路（リンク）を合成して利用可能経路集合を規定した後，

Leurentと同様の方法で計算することで経路の欠落と振動
をある程度防止できると考えられるが，その有効性につ

いては今後の課題である． 

（２） SD 法による検討 

SD 法でも列生成フェイズにおいて経路を追加する際，
追加経路として最短経路を対象とする場合にはあり得る

経路が無視されてしまうのはDial法と同様である．しか
し，SD 法では経路集合は増加するだけで減少しないた
め，振動は発生しない． 

SD 法による期待最小コストが不安定となる原因を見
るため，整備延長 10km の場合について，整備前後の
OD ペアー別経路数を調べた結果が図-7 である．図-7 は，
交通量のある OD ペアーについて整備前後の経路数別
OD ペアーの割合を示したものであり，整備後は全体に
得られる経路数が減少している．これは，道路整備によ

り一般化費用が小さくなった整備道路を利用する経路を

持つ OD ペアーでは，整備前に比べ複数の経路が選定さ
れにくくなったためである．また，期待最小コストは，

幾つかの特徴的性質を持っているが，中でも「経路集合

のサイズに関して単調減少関数」であるという性質があ

る．そのため，最短経路により経路集合を増加させると

いう計算アルゴリズムでは，整備後に経路集合が小さく

なり，期待最小コストが増加することで便益がマイナス

となる OD ペアーが出現する．このことが，便益計算に
おいて問題が発生する原因と考えられる．また，この影

響は経路数が少ない場合に大きく，経路数が増加するに

従って経路数の差による影響は小さくなる．そのため，

SD 法ではいかにして多くの経路を抽出するか，あるい
は整備前後の経路集合の変化をいかに抑えるかが今後の

課題となる． 
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図-7 経路別 OD ペアー数構成比 

５． おわりに 

確率的利用者均衡配分による整備効果の計測にあたっ

て期待最小コストがモデルと整合が取れた指標として利

用されるが，整備量に比べ大きく変動して不安定な状態

になることが多いことを実証的に示した．また，その原

因の１つとして解法にあることも示した．ここで示した

期待最小コストの計測上の問題点については，固定需要

のモデルのみならず需要変動型となる時間帯配分モデル

や統合モデルにおいてもあてはまるものであり，これを

実証的に確認したことの意義は大きい． 
今後，需要変動型の統合モデルも多く利用されると考

えられるが，そこに現れる期待最小コストをより安定し

た状態で算出できる計算方法を検討することが今後の課

題である。 
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